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特定非営利活動法人京都地球温暖化防止府民会議 
 

Ⅰ．事業実施の方針 
 

気候変動による影響は、私たちの日常生活において、より身近で深刻なものとなっています。春や

秋の期間が短くなり、「四季」ではなく「二季」に近づいていると感じる人も増えています。2025 年

には、「二季化」が新語・流行語大賞トップ 10 に選ばれるなど、多くの人が気候変動を自らの暮ら

しの問題として実感するようになりました。 

世界に目を向けると、イラン・中東情勢の緊迫化やホルムズ海峡を巡る不安定化により、エネル

ギー価格や物流コストの上昇が続き、日本国内でも物価高騰が地域経済や暮らしに大きな影響を

与えています。また、雨不足、山火事、豪雨災害など、気候変動の影響と考えられる異常気象が毎

年のように発生し、地域社会の安全・安心を脅かしています。 

地方部では、燃料価格の高騰や人手不足により地域交通の維持が難しくなり、中小企業ではエ

ネルギー価格や原材料価格の上昇、人材不足が経営を圧迫しています。こうした状況の中で、脱炭

素は単なる環境対策ではなく、「暮らし」「地域経済」「防災」「健康」「交通」などを支える地域づく

りそのものとして取り組む必要性が高まっています。 

国においては、脱炭素先行地域 100 地域が出そろい、各地で地域資源を活かした脱炭素型地

域づくりが進められています。一方で、再生可能エネルギー導入を巡る課題や地域合意形成の重

要性も顕在化しており、「地域にとって望ましい再エネ」のあり方が強く求められています。 

京都府においても、「京都府地球温暖化対策推進計画」等が改定され、2040 年までの GHG

排出量削減目標が定められるとともに、ウェルビーイング（生活の質）を高めながら持続可能な社

会を実現する方向性が示されました。快適な住環境、健康、防災、地域経済循環など、多面的な価

値を統合した脱炭素施策が重要となっています。 

当法人は、京都府知事指定の「京都府地球温暖化防止活動推進センター」として、府の施策推

進における中核的支援組織の役割を担っており、行政、推進員、市町村、事業者、地域団体、教育

機関など多様な主体とのネットワークを活かしながら、連携・協働による温暖化対策を一層推進し

ていきます。 

 

2026 年度は、気候変動対策の「加速」と「地域実装」が強く求められる中、当法人の使命を果

たしながら、地域と共に歩む脱炭素社会の実現を力強く推進します。 

特に、 

① 市町村中間支援 

② 住宅の断熱・気密化の推進 

③ 再生可能エネルギーの普及促進 

④ 若者・次世代との連携試行 

⑤ 環境配慮型自動車の推進 

を重点テーマとして、地域課題の解決と脱炭素を両立する、実効性ある取組を展開してまいります。 

 

当法人の掲げるビジョン及びミッションは次ページのとおりであり、これに基づいて今年度の 3 本

柱のアクションを次に示します。  
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Vision  ～目指すべき社会像～ 

脱炭素型のステキな京都 
 

 
 

Mission ～Vision 実現のために果たすべき役割～ 

上記のビジョン実現に向かい、各々の立場を活かして取り組む「担い手」を増やし、 
担い手同士をつなぐなどして、その活動を活性化すること 

 
 
 

Action ～Mission に基づく具体的な活動～ 
  

担い手のサポート 

--------------------- 

♪地球温暖化防止活動相

談窓口の開設 

♪啓発グッズの整備と貸出 

♪温暖化に関する出前授業

プログラム整備・実施 

♪ニュースレターや Web に

よる情報発信 

♪地球温暖化防止活動推

進員、うちエコ診断士・京

都再エネコンシェルジュ等

の研修会・交流会の実施

及びサポート 

♪再エネ関連情報を取りま

とめたポータルサイト運営

及び充実・情報発信 

♪事業者向け研修会・セミ

ナー 

♪市町村職員対象研修プ

ログラム 

 
 

モデル事例づくり 

--------------------- 

♪中核的支援組織としての

基礎自治体の中間支援

の試行 

♪若者気候会議の試行 

♪中小企業等事業者支援・

伴走支援等の試行実施 

♪住宅断熱気密のワンスト

ップ支援の試行 

♪未利用地利用再エネ（ソ

ーラーカーポート・ソーラ

ーシェアリング）普及促進 

♪地域新電力と連携した地

域エネルギー推進（たん

たんエナジー㈱と連携） 

 

 

 

 

対策の面的展開 

--------------------- 

♪京都の住宅断熱キャンペ

ーン 

♪やって良かった省エネキャ

ンペーン 

♪小学校高学年が夏休み

に家族で取り組む「CO2

ゼロチャレンジ」 

♪各地での家庭の省エネ相

談所（クールチョイス相

談）やうちエコ診断等の

身近な省エネのノウハウ

普及 

♪家庭の省エネ診断（うち

エコ診断）と合わせた地

域の省エネ行動促進・診

断・学習会等の実施 

♪ZEH・断熱窓補助 

♪再エネの普及啓発 

♪市民協働発電所設置の

推進 

♪事業者優良事例発信 
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Ⅱ．R８年度の重点項目および R７年度からの主な変更点 
 

★R８年度の重点項目 
 

令和 8 年度は、①市町村中間支援、②住宅の断熱・気密化の推進、③再生可能エネルギーの普

及促進、④若者・次世代との連携試行、⑤環境配慮型自動車の推進を重点テーマとして取り組み

ます。 

 
重点① 市町村中間支援 
方針： 

• 中核的支援組織として市町村を対象に中間支援を強化します。 

• 府内の市町村の脱炭素担当職員を対象に情報交換、ネットワーク化を強化します。 

• 関係団体や市町村と連携し、脱炭素の対策をリスト化したカタログ（脱炭素対策カ

タログ）の整備を進め、市町村との連携に試行的に活用します。 

• 府市町村の計画実行や脱炭素施策の実施への連携・協力を強化します。 

関連事業： 
• 京都府域における脱炭素へ向けた基礎自治体の中間支援【地球環境基金】 

• 長岡京若者気候会議運営業務【長岡京市】 

• 家庭の省エネ行動促進プログラム【京都市】 

• 市町村連携イベント等支援 

• 地域新電力と連携した地域エネルギー推進【自主・連携】 

 
重点② 住宅の断熱・気密化の推進 
方針： 

• 住宅の断熱・気密の取組を強化し、窓断熱の普及率向上を目指します。 

• 住宅の断熱に関するワンストップ窓口を試行します。 

• 住宅の断熱事業者との連携を広げます。 

関連事業： 
• 京都の住宅断熱推進プロジェクト【環境省補助】 

• 京都府住宅脱炭素化促進事業補助【京都府】（窓断熱補助を新規に実施） 

• 家庭の省エネ行動促進プログラム【京都市】（住宅断熱相談） 

• 京都府域における脱炭素へ向けた基礎自治体の中間支援【地球環境基金】 

 
重点③ 再生可能エネルギーの普及促進 
方針： 

• 再生可能エネルギーの普及に関するボトルネックを調査し、課題を探します。 

• 京都再エネコンシェルジュと連携し、再エネの普及啓発を進めます。 

• 事業者の伴走支援や省エネ診断等によるアドバイスにより事業者の再エネ導入を促

進します。 

• 市民団体や地域新電力と連携し再エネ拡大を目指します。 

関連事業： 
• 京都再エネコンシェルジュ普及啓発業務【京都府】 

• 京都府住宅脱炭素化促進事業補助【京都府】（ZEH 補助） 

• 駐車場・農地等再エネ導入促進事業【京都府】 

• 市民協働発電推進【自主・連携】 

• 京都ゼロカーボン・フレームワーク優良事例発信・申請書類審査業務【京都府委託】 
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• 中小企業脱炭素経営支援【環境省補助】 

• 地域新電力と連携した地域エネルギー推進【自主・連携】 

 
重点④ 若者・次世代との連携試行 
方針： 

• 今後社会の一翼を担う若者が、脱炭素へ向かう未来に対して意見を出しやすくし、

政策に反映していくために、学生気候市民会議支援の経験を活かし、市町村におけ

る若者を対象とした気候市民会議の開催サポートを試行します。 

関連事業： 
• 長岡京若者気候会議運営業務【長岡京市】 

 
重点⑤ 環境配慮型自動車の推進 
方針： 

• 関連団体と連携し、環境配慮型自動車の拡大を目指します。 

• 京都府施策エコカーマイスター制度と連携し、カーディーラーの脱炭素コミュニケ

ーター養成を実施します。 

関連事業： 
• やってよかった家庭の省エネ推進プロジェクト【環境省補助】 

• 京都府域における脱炭素へ向けた基礎自治体の中間支援【地球環境基金】 

 
 
★R7 年度からの主な変更点 
 
地球環境基金（助成金）活用による市町村への中間支援機能強化 

地球環境基金に採択され、NPO 法人気候ネットワークと連携した戦略プロジェクトとし

て、市町村を対象とした中間支援機能の強化を試行します。 

 

窓断熱補助 
京都府と連携して昨年度まで ZEH のみを対象としてきた京都府住宅脱炭素化促進事業補

助に、窓のみの改修も対象として追加して窓断熱の普及拡大を進めます。 

 

若者未来気候会議の運営 
長岡京市で若者を対象とした会議の企画運営を担当します。 

 

事業の拡大 
 京都ゼロカーボン・フレームワークの登録件数拡大に対応して担当する審査件数を増や

します。 

 ZEH 補助が昨年度は年度途中で予算が終了したため、予算件数を増やして受付を実施し

ます。 

 

連携の強化 
 一般社団法人日本自動車販売協会連合会京都府支部と協定を締結し、脱炭素コミュニケ

ーター養成に取り組みます。 

 福知山市の脱炭素先行地域の推進に向けて、共同提案者との連携を進めます。 

 市町村の中間支援体制の強化のため、関係団体と連携強化を図ります。 
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Ⅲ．事業内容 
（１） 特定非営利活動に係る事業 

１ 
継続 事業名 

地球温暖化防止府民活動推進事業 

～地域に根ざした温暖化防止活動の推進～ 

事業予算 26,998 千円 （京都府委託、環境省補助、他） 

今年度の
方針 

府民が温室効果ガス削減に向けた対策を実行できるように、正しい情報の提供、
行動へのきっかけづくり、仕組みづくり等を通して支援します。特に断熱・気密化の推
進、EV への移行、省エネの推進を進めます。 

重点② 住宅の断熱・機密の推進 
住宅の断熱・気密の取組を強化し、窓断熱の普及率向上を目指します。また、

住宅の断熱事業者との連携を広げます。 

重点⑤ 環境配慮型自動車の推進 
関連団体と連携し、環境配慮型自動車の拡大を目指します。また、京都府施

策エコカーマイスター制度と連携し、カーディーラーの脱炭素コミュニケーター養
成を実施します。 

今年度の
事業内容 

◆府民活動推進業務（京都府委託） 
 相談窓口：啓発資材貸出【目標１００回】 
 情報発信:季刊ニュースレター（web）及び案内チラシ印刷配布【4 回】、web

及び SNS での情報発信【随時】、KCFCA ニュース【毎月発行】 
 温暖化教室【目標 5 回】 
 地球温暖化防止活動推進員研修・支援【活動実績目標 2,000 回】、推進員

研修【合計２回】、活動支援 
 夏休み CO2 ゼロチャレンジ（エコ家族認定）【目標 10,000 世帯】 
 家庭の省エネ相談所 【目標 4 回程度開催】 
 京都府インターネット版環境家計簿 

◆日新電機寄付事業・再エネ工作教室（京都府委託） 
 子ども向け温暖化学習教室と再エネ工作企画実施【3 回】 

◆京都ゼロカーボン・フレームワーク伴走支援・優良事例発信・申請書類審査業務  
 京都ゼロカーボン・フレームワーク申請書類作成支援・審査【目標：270 件】 
 優良事例の調査・取材・発信【目標：3 件】 
 伴走支援【5 件】 

◆地域における地球温暖化防止活動促進業務（環境省補助） 
 市民対象 京都の住宅断熱推進プロジェクト 
 市民対象 やってよかった省エネプロジェクト 
 事業者対象 中小企業等事業者支援【目標：10 事業所支援】 

◆中小企業省エネ診断（資源エネルギー庁・SII 補助） 
 省エネ診断（ウォークスルー診断） 

連携する団体 京都府、市町村、京都商工会議所、京都工業会、KES、KSVU、一般
社団法人地球温暖化防止全国ネット、環境省、地域協議会、推進員、
NPO、府内企業、SII 等 

定款との対応 (1)(2)(3)(4)(5) 
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２ 
継続 事業名 

再生可能エネルギー普及支援事業 

～エネルギーの地産地消の推進及び担い手サポート～ 

事業予算 14,014 千円 （京都府委託、京都府補助、広報資材実費売上 自主 他）  

今年度の
方針 

京都府、市町村、京都再エネコンシェルジュ、市民団体等と連携して、優良事例や
補助金情報等を活用しながら、府民や事業者の再生可能エネルギー設置を支援しま
す。 

重点③再生可能エネルギーの普及促進 
再生可能エネルギーの普及に関するボトルネックを調査し、課題を探します。

京都再エネコンシェルジュと連携し、再エネの普及啓発を進めます。事業者の伴
走支援や省エネ診断等によるアドバイスにより事業者の再エネ導入を促進しま
す。市民団体や地域新電力と連携し再エネ拡大を目指します。 

今年度の
事業内容 

◆京都再エネコンシェルジュ普及啓発業務（京都府委託） 
 京都府再エネポータルサイトの運営【目標：訪問者数 ２０万】 
 各種イベントでの普及啓発【目標 2 回実施、参加者 1,000 名】 
 再エネコンシェルジュ支援【毎月ニュース発行、インタビュー1 件、相談等】 
 コンシェルジュ「交流会」の開催【目標 1 回参加者 20 名】 

◆京都府住宅脱炭素化促進事業（京都府間接補助） 
 ZEH 補助【目標：120 件】、窓等補助【目標：180 件】 

◆未利用地利用再エネ設置支援（京都府・市町村と連携） 
 ソーラーカーポート・ソーラーシェアリング設置伴走支援 
 ソーラーカーポート・ソーラーシェアリング・ため池ソーラーの普及啓発 

◆市民協働発電推進（きょうとグリーンファンド、市民エネルギー京都等と連携） 
 太陽光設置希望団体募集と連携 
 寄付募集支援 

◆地域新電力と連携した地域エネルギー推進（地域新電力と連携） 
 地域の再エネ拡大や地域づくりを支援 
 福知山市の脱炭素先行地域について、共同提案者として事業協力★ 

連携する団体 京都府、京都再エネコンシェルジュ、地域協議会、NPO、市町村、福
知山市、工務店、建築士、市民再エネプロジェクト in 京都（認定 NPO 法
人きょうとグリーンファンド、認定 NPO 法人気候ネットワーク、認定 NPO 法人環境
市民、一般社団法人市民エネルギー京都、NPO 法人エコネット近畿）、たんたんエ
ナジー株式会社等 

定款との対応 (1)(2)(3)(4)(5) 
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３ 
継続 事業名 

市町村と連携した地域脱炭素推進事業 

～市町村との連携で行う温暖化防止活動推進～ 

事業予算 20,136 千円（京都市委託、長岡京市委託、地球環境基金助成金等） 

今年度の
方針 

市町村と連携しながら、また、市町村事業を通じて、府民の具体的な家庭の省エネ
実践（特に断熱対策）を支援します。また、市町村の脱炭素施策をプッシュ型で支援
します。 

重点① 市町村中間支援 

中核的支援組織として市町村を対象に中間支援を強化します。府内の市町村の脱
炭素担当職員を対象に情報交換、ネットワーク化を強化します。関係団体や市町村と
連携し、脱炭素の対策をリスト化したカタログ（脱炭素対策カタログ）の整備を進め、
市町村との連携に試行的に活用します。府市町村の計画実行や脱炭素施策の実施
への連携・協力を強化します。 

重点② 住宅の断熱・気密化の推進 

住宅の断熱に関するワンストップ窓口を試行します。 

今年度の
事業内容 

◆家庭の省エネ行動促進プログラム（京都市委託） 

【目標・10 団体 300 名程度＋学習会 10 回程度＋住宅省エネ相談 50 件】 

 うちエコ診断を実施【目標：300 世帯】 
 事後アンケートで CO2 削減の効果を測定 
 うちエコ診断からわかる地域特性を基にした学習会又は受診者の状況を分

析した資料と省エネのコツをまとめた資料（省エネガイドブック）を配布・回覧 
 イベントや相談会等で住宅の省エネ相談アドバイス【目標：50 件】 

◆長岡京若者気候会議運営業務（長岡京市）★ 
 高校生～29 歳までの若者を対象とした会議・ワークショップ【4 回程度】 

◆市町村連携イベント支援（木津川市等） 
 地域イベントの開催支援【2 回程度】 

◆京都府域における脱炭素へ向けた基礎自治体の中間支援（地球環境基金）★ 
 ヒアリング、対策カタログの活用試行、脱炭素情報発信ツール作成等 
 オンデマンド研修、担当職員ウェブミーティング、対面研修等 
 アンケート調査、ヒアリング調査、研究会の実施、基礎データー集作成提供等 

◆講師・委員派遣等（各市町村・団体と連携） 

連携する団体 京都市、エコ学区サポートセンター、エコまちステーション、京都市
域の自治会等の地域組織、長岡京市、木津川市、向日市、京丹後市、宇
治市、舞鶴市、京都府、府内各市町村 

定款との対応 (1)(2)(3)(4)(5) 

  
(2) その他の事業 

   実施予定なし。 
※定款上の業務内容 
(1) 地球温暖化の現状及び地球温暖化対策の重要性についての啓発・広報活動 
(2) 地球温暖化防止活動推進員、地球温暖化対策の推進を図る民間団体等の活動の支援及び活動への参画 
(3) 地球温暖化対策についての相談・助言活動 

(4) 地球温暖化対策についての調査・研究活動 
(5) 調査研究の結果や収集した情報の提供活動 
(6) その他、本法人の目的を達成するために必要な事業 
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Ⅳ．実施体制 
事務局長    川手光春 全体統括、財務、総務、市町村中間支援、事業者向け支援等 

事務局次長  浅井薫  全体統括、府民活動、推進員研修、市町村中間支援、 

環境省補助等 

コーディネーター  河田理恵子 府民活動、CO2 ゼロチャレ、市町村中間支援、貸出管理等 

常勤契約職員 安藤慶彦 京都市省エネ行動、ZEH 補助等 

非常勤契約職員 大國正明 再エネコンシェルジュ、未利用地補助、ゼロカーボンフレーム等 

賃金職員  栁本邦子 経理、うちエコ診断機関、事務補佐 

賃金職員  平岡春菜 デザイン、業務補佐 
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Ⅴ．2026 年度（令和 8 年度）事業内容一覧 

１. 地球温暖化防止府民活動推進事業 

◆地球温暖化防止府民活動推進事業実施運営業務【京都府】 
・相談業務 

・温暖化対策活動の窓口開設/貸出（随時） 

・市民の脱炭素行動相談ワンストップ窓口（強化） 

・インターネット等による情報発信 
・WEB・Facebook・X（旧 Twitter）・Instagram （随時） 

・KCFCA ニュース （毎月発行） 

・WEB うぉーみんぐ（年 4 回/7 月、11 月、1 月、3 月） 

・「夏休み CO2 ゼロチャレンジ！」（夏休み小学生対象） 
小学生が脱炭素に向かう地域の想像をしやすくするプログラム（冊子を配布し回収・知事認定証発行） 

府内 4 年生以上の小学生、約 6 万人に配布予定（冊子６万７千部印刷予定） 

減 CO2 プロジェクト（日本総研）と連携（エコラベル啓発プログラム＆個人への参加賞の強化） 

・推進員支援・育成 
・第 12 期推進員 267 名 

・推進員研修（2 回予定） 

・北部南部の推進員活動支援 

・活動支援（支援金支給） 

・第 13 期推進員の募集（協力） 

・家庭の省エネ相談 
・家庭の省エネ相談所（クールチョイス相談所） （目標 3 回） 

・温暖化教室 
・子ども向け授業、地域の学習会、社員研修等 （目標５回） 

・京都府インターネット環境家計簿運営 
・情報発信強化 

◆日新電機寄附：再エネ工作教室【京都府】 
・夏休みに北部・南部・京都市内にて実施（3 回予定） 

◆京都ゼロカーボン・フレームワーク優良事例発信・申請書類審査業務【京都府委託】 
・京都ゼロカーボン・フレームワーク（サステナビリティ・リンク・ローン（SLL））申請書作成 

支援・審査 
 書類審査 計画書＋報告書２７０件 

・優良事例を調査・取材・発信 
 優良事例取材：３件 

・伴走支援 
伴走支援先：5 件 

◆地域における地球温暖化防止活動促進業務【環境省補助】 
・京都の住宅断熱推進プロジェクト 

・ZEH、エコリフォーム、窓断熱対策の推進 

・やってよかった家庭の省エネ推進プロジェクト 
・エコカー、家電、食のやってよかった対策を推進 

・中小企業脱炭素経営支援 
・ヒアリング、見える化セミナー、マッチング伴走支援 

◆中小企業省エネ診断「令和 7 年度補正中小企業等エネルギー利用最適化推進事業費 
地域エネルギー利用最適化・省エネルギー診断拡充事業」【資源エネルギー庁・SII】 

京都シニアベンチャークラブ（KSVU）等の専門家と連携して、省エネ診断（ウォークスルー診断）実施 
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2. 再生可能エネルギー普及支援事業 

◆京都再エネコンシェルジュ普及啓発業務【京都府】 
・ポータルサイト運営及び情報発信 

・府民向け京都再エネコンシェルジュ情報、補助金等情報、コンシェルジュ向け研修情報等（随時） 

・コンシェルジュインタビュー・再エネ利用者インタビュー・施設紹介等（１件程度） 

・コンシェルジュへの情報発信 
・京都再エネコンシェルジュニュースを毎月 25 日に配信（12 回発行/月１回以上情報発信） 

・コンシェルジュからの相談対応 
・周知資材の提供 

・コンシェルジュ意見交換会の開催（1 回以上） 
・府民へのコンシェルジュ制度及び再エネの普及啓発 

・SNS を活用した啓発活動 

・イベント等での啓発活動（年２回程度） 

 京都再エネコンシェルジュ啓発用にまゆまろハンドタオルを作成 1,500 枚 

・コンシェルジュと協力した啓発活動 

・府民からの相談対応 

◆京都府住宅脱炭素化促進事業補助【京都府】 
・ZEH 補助金（120 件予定）、窓等補助金（180 件予定） 

ZEH（一般 15 万円、コンシェルジュまたは府内産木材案件 40 万円）、窓等（最大 10 万円） 

・現地調査 

・事業者向け説明会 

◆未利用地利用再エネ設置支援 
・駐車場・農地等再エネ導入促進事業【京都府】 

重点加速化事業の受付窓口及び普及啓発・伴走支援 

入札により選定される予定 

◆市民協働発電推進【自主・連携】 
・市民再エネプロジェクト in 京都 

太陽光設置希望団体募集と連携 

◆地域新電力と連携した地域エネルギー推進【自主・連携】 
・地域新電力「たんたんエナジー株式会社」と連携して、地域の再エネ拡大や地域づくりを支援 

福知山市の脱炭素先行地域について、共同提案者として事業協力★新規 
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3. 市町村と連携した地域脱炭素推進事業 

◆家庭の省エネ行動促進プログラム【京都市】 
・家庭の省エネ診断 

・学区および団体で受診者を募集（目標 京都市分 300 件） 

・住宅断熱相談 
省エネ診断と併用可能（目標 50 件） 

・学習会（10 回程度） 
・家庭の省エネハンドブック等の配布 
・うちエコ診断機関 

うちエコ診断士研修 2 回実施 

うちエコ診断士登録数 24 名（R08/3/16 現在） 

◆長岡京若者気候会議運営業務【長岡京市】★新規 
・高校生～29 歳までの若者を対象とした会議・ワークショップの実施（4 回予定）および情報発信の支援 

◆市町村連携イベント等支援 
・地域イベントの開催支援（木津川市等） 

◆京都府域における脱炭素へ向けた基礎自治体の中間支援【地球環境基金】★新規 
・対策カタログを活用した市町村の政策形成・計画実行支援 

・ヒアリング・ディスカッション（目標 7 市町村） 

・基礎自治体脱炭素対策カタログ（仮称）の活用検討 

・脱炭素情報発信ツールの作成及び提供（目標 10 市町村） 

・京都府脱炭素地域づくり支援戦略・戦術会議（2 回程度） 

・市町村職員の脱炭素地域づくりにおけるノウハウ・ネットワーク構築支援 
・オンデマンド研修プログラムの開発・試行 

・対面による自治体職員研修（対面・目標 2 自治体） 

・自治体職員対象ウェブミーティングの開催（年 4 回程度） 

・自治体職員合同研修・ワークショップの開催（年 1 回） 

・市町村支援に必要な最新情報の収集と提供 
・京都府民を対象としたウェブアンケート調査の実施 

・先進的取り組みの行う担い手のヒアリング調査（3 か所程度） 

・専門家を招いての研究会の実施（3 回程度） 

・連絡調整会議（１回程度予定） 

・脱炭素施策に関する基礎データー集を作成、提供 

◆講師・委員派遣等【各市町村・団体】 
・講師派遣（2050 カーボンニュートラル、学習会、再エネ工作教室等） 

・龍谷大学学生気候市民会議実施支援 

・委員派遣 

 

 

4. 法人運営 
◇法人監査（5 月予定） 

◇総会開催（6 月予定） 

◇理事会（5 月、10 月・3 月の年３回程度） 

◇京都府地球温暖化防止活動推進センター後援名義（随時） 
・河川美化啓発活動 第５２回鴨川茶店（4/4～5） 

・ソーラーシェアリングフェスティバル（6/12～13） 

◇協力（随時） 
・脱炭素コミュニケーター養成講座（5/21）自動車販売連合会京都支部 
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